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ⅠⅠ．．“すべてを地域のために”“すべてを地域のために”
（（地域の復興に向けて地域の復興に向けて））
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警戒区域の再編人口の減少

各産業の状況

◆農林水産業

◆製造業

１．福島県の現況１．福島県の現況

（１）震災・原子力発電所事故の影響（１）震災・原子力発電所事故の影響
東日本大震災および福島第一原子力発電所の事故から１年以上経過したが、その影響は、さまざまな分野で依然として続いている

◆観光産業

●放射性物質の暫定基準値を超えた農産物は、出荷を制限

するよう、国が関係自治体に要請

●原発事故後から続いている沿岸漁の自粛を継続中

（出所：福島県ホームページ、各月１日時点データ）

●震災直前の推計人口と比較すると、約５万４千人の減少

●復旧の遅れや放射線被害から現在も人口減少は続いており、特に

年少人口の減少が顕著

◆福島県からの人口流出

【震災直前との比較】

196万9,852人

平成２４年２月

5万4,549人202万4,401人福島県推計人口

増 減平成２３年３月

●原子力災害に基づく警戒区域が依然として設定されている

●区域の一部は、平成２４年４月以降、放射線年間積算線量に応じて

「避難指示解除準備区域」「居住制限区域」「帰還困難区域」に再編

●夏場以降は、食品関連等一部の業種を除き、ほぼ震災前の水準

まで持ち直し

●直近では円高や中国の需要減退の影響により、やや停滞

●平成２４年２月の県内３地区（福島、郡山、会津若松）の温泉旅館

利用者数は前年比 ▲５．２％と依然として厳しい状況が続く

●福島空港国際線（ソウル便、上海便）は原発事故の影響で

運休中であり、外国人観光客も減少

◆建設業

●秋口以降、災害復旧工事等により受注は回復基調

●一方で、人員不足や資材の高騰等の懸念材料も存在

●速やかな除染の実施

●各種の優遇措置による積極的な企業誘致による雇用の確保

◆県外避難者の帰還に向けた課題

【平成２４年４月以降】

（出所：福島県ホームページ）

◆避難者の状況

●県内 ９８，５９５人 県外６２，７３６人 （平成２４年４月５日現在、復興庁発表）
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福島県経済の概況

１．福島県の現況１．福島県の現況

（２）福島県経済の現況（２）福島県経済の現況

●消費動向･･･生活再建需要以外にも堅調な動きが広がり持ち直しの動き

●投資動向･･･公共投資により、設備や住宅など一部に改善の動き

●生産活動・・・海外経済の減速による影響が続くものの、緩やかに持ち直し

●雇用動向･･･震災復旧関連の求人により、足元では改善の動き

◆福島県経済の概況

◆県内経済動向に関する指標

（出所：一般財団法人 とうほう地域総合研究所）

（単位：％）

風評被害等により依然として厳しい状況にあるものの、震災直後に比べ公共投資や消費動向を中心に持ち直しの動きが見られる

23／3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 24／1月 2月

大型小売店販売額（全店舗） ▲ 23.1 ▲ 12.7 ▲ 5.2 ▲ 2.1 ▲ 3.5 ▲ 1.6 ▲ 0.5 3.2 1.0 2.7 1.9 5.2

乗用車新車登録台数 ▲ 60.2 ▲ 38.4 ▲ 34.0 ▲ 24.1 ▲ 27.4 ▲ 32.0 ▲ 5.4 31.8 31.6 25.7 39.7 34.2

消費者物価指数（総合） ▲ 1.5 ▲ 0.6 ▲ 0.9 ▲ 0.6 0.3 0.5 ▲ 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.3 0.3 0.2 0.7

建設着工棟数 1.7 ▲ 35.9 ▲ 35.3 ▲ 15.1 ▲ 26.5 7.9 ▲ 12.9 28.2 7.1 25.2 24.3 －

新設住宅着工戸数 ▲ 21.0 ▲ 29.4 ▲ 39.7 ▲ 42.1 ▲ 19.2 59.3 ▲ 22.4 ▲ 10.3 ▲ 9.8 ▲ 13.0 21.7 ▲ 0.2

鉱工業生産指数（総合） ▲ 37.7 ▲ 27.1 ▲ 13.4 ▲ 7.4 ▲ 9.2 ▲ 7.0 ▲ 7.0 ▲ 4.2 ▲ 10.8 ▲ 10.6 ▲ 3.9 －

大口電力販売量 ▲ 40.2 ▲ 37.1 ▲ 21.4 ▲ 14.9 ▲ 12.6 ▲ 13.4 ▲ 14.4 ▲ 12.2 ▲ 9.4 ▲ 8.0 ▲ 9.5 ▲ 2.8

有効求人倍率 0.11 0.10 0.09 0.13 0.17 0.21 0.24 0.24 0.26 0.27 0.27 0.31

新規求人倍率 0.09 0.03 0.02 0.29 0.45 0.37 0.48 0.39 0.62 0.49 0.50 0.65

企業倒産件数 ▲ 30.0 ▲ 40.0 240.0 57.1 ▲ 53.8 0.0 ▲ 54.5 0.0 ▲ 40.0 ▲ 28.6 ▲ 50.0 0.0

企業倒産金額 126.8 ▲ 71.6 0.9 38.5 86.3 ▲ 26.3 ▲ 72.4 16.1 ▲ 98.7 ▲ 78.6 ▲ 76.5 6.5

一部に
改善の動き

項目

消費動向

投資動向

生産活動

前年同月比

企業倒産

概況

持ち直し
の動き

一部に
改善の動き

回復基調

増加懸念

雇用動向



○避難解除区域の復興・再生

同地域の公共工事を国が実施。課税の特例、税制優遇措置

○産業の復興および再生のための特別措置

東日本復興特区法の課税の特例を含む復興推進計画を福島県

のすべての市町村が策定可能に

○新たな産業の創出

再生エネルギー、高度医療研究開発、企業立地の促進

○風評被害による販売不振、観光客減少に対する対策

○放射線による健康上の不安解消推進

4

福島県の復興計画（第１次）における重点プロジェクト

１．福島県の現況１．福島県の現況

（３）復興に向けた動き（３）復興に向けた動き

○農林水産業再生プロジェクト ○中小企業等復興プロジェクト
○再生可能エネルギー推進プロジェクト
○医療関連産業集積プロジェクト

ふるさとで働く。

まちをつくり、人とつながる。

○ふくしま・きずなづくりプロジェクト
○ふくしまの観光交流プロジェクト
○津波被災地復興まちづくりプロジェクト
○県土連携軸・交流ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤強化プロジェクト

○環境回復プロジェクト ○生活再建支援プロジェクト
○県民の心身の健康を守るプロジェクト
○未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

安心して住み、暮らす。

○国や県内の市町村が発注する事業の受注に向けて、複数の

民間企業が協力して事業組合を設立

被災者の生活再建

○各市町村の復興事業において、災害公営住宅整備や被災児童

の就学援助、食品の放射線量測定などが予算化

除染ビジネスの本格化

○平成２５年のＮＨＫ大河ドラマに会津若松市出身の新島 八重を

主人公とした「八重の桜」が決定。同ドラマを契機とした観光業

への好影響が期待

交通インフラの整備

○東北中央自動車道「相馬－福島」間を復興のため緊急整備予定

○常磐自動車道「南相馬－相馬ＩＣ」間が開通

平成２５年ＮＨＫ大河ドラマ「八重の桜」

○復興再生の促進のため国内最大の補助率

○募集開始から２カ月で、設備投資総額 ４，０００億円程度の応募

企業立地補助金

○楢葉・広野町沖に出力７千ｋｗ級の大規模洋上風力発電所

を産学連携で建設計画中

本県沖に世界最大級の洋上風力発電施設の建設計画

○県内約６００カ所の工業団地への企業誘致促進が期待

○医療関連産業への新規参入や県外企業進出が期待

復興特区の認定（企業立地促進、医療関連産業集積）

震災復興にかかる国や福島県等の各種計画に基づき、復興に向けたさまざまな取組みが進展

福島復興再生特別措置法 具体的事例

【概要】
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１．福島県の現況１．福島県の現況

（３）復興に向けた動き（３）復興に向けた動き

復興に向けた着実な動き

中国最大手重機メーカー（会津若松市）

生産、保守管理体制の拠点地として進出を発表

大手ＩＴ関連企業（本社：東京都）

白河市内の工業団地にデータセンターを建設予定

大手総合化学メーカー（本社：東京都）

白河市内の県営工業団地に進出予定

物流業（本社：静岡市）

天栄村に既存の倉庫より３倍以上の大型新倉庫

を建設予定

ランドセル製造メーカー（本社：東京都）

会津若松市と立地協定を締結。同市の工業団地

内に工場を新設

企業の事業再開、県内他地域への工場移転の動きに加え、県内への企業進出など復興に向けた着実な動きが見られる

工場進出工場進出

大型温泉観光施設（いわき市）

平成２４年２月に全面的に営業再開

大手ビール工場（本宮市）

福島工場が平成２３年１２月に出荷を再開

精密プラスチック製造業（富岡町）

警戒区域内に立地していた本社・工場を

相馬市に移転

商業施設（浪江町）

双葉郡最大規模の商業施設が田村市の

ショッピングセンター内に出店

自動車関連部品製造業（楢葉町）

警戒区域内に立地していた本社工場を

いわき市に移転

事業再開事業再開



お客さま利便のために講じた特例措置等

２．地域の復興に向けた当行の取組み２．地域の復興に向けた当行の取組み

（１）被災されたお客さま支援の取組み（１）被災されたお客さま支援の取組み
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行内体制の整備等

震災および原子力発電所事故発生直後から、被災されたお客さまを支援するためのさまざまな取組みを実施

【新コーポレートメッセージ】

東邦銀行のお客さま
（福島県外の避難先等）

「代理金払戻」
他都道府県の

協力銀行

東邦銀行
事務センター

①預金払戻依頼（本人確認資料の提示）

④預金払戻（代理金支払）

②払戻内容等

　 を連絡

③資金

【代理現金払戻しの概要】

【新たなコーポレートメッセージの制定】

地域の復興に向けた支援姿勢を明確にすべく、新ｺｰﾎﾟﾚｰﾄﾒｯｾｰｼﾞ「すべてを地域のために」を制定

【行内体制の整備】

営業店全店に「東日本大震災 お客さまご相談窓口」を設置

【臨時休業店舗の体制整備】

臨時休業店舗６か店の業務を４月１１日より事務センターに集約

【緊急現金払戻し】

通帳・印章・カードをお持ちでないお客さまへの預金払戻しを実施

平成２３年度実績 ３，０４１件／６３２百万円

【他行協力による代理現金払戻し】

各地の銀行の協力により、通帳・印鑑等を紛失していても他の銀行の窓口に

おいて預金払戻しができる制度を構築

平成２３年度実績 １，８０６件／５０８百万円（個別スキーム、全銀協スキーム合計）

【行方不明になられている方の預金払戻し】

ご家族の生活資金を確保するため、相続確定前の預金払戻しに柔軟に対応

平成２３年度実績 ２５件／３百万円

【他行協力による再発行事務の取次ぎ】

県外に避難された方が、提携銀行の窓口において、通帳・キャッシュカード等

の再発行の手続きを可能とする特例措置を実施

平成２３年度実績 （喪失届受理）１１０件、（発見届受理）４３件



二重債務問題への対応

２．地域の復興に向けた当行の取組み２．地域の復興に向けた当行の取組み

（２）地域金融円滑化への取組み（２）地域金融円滑化への取組み
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融資関連の取組み 【震災関連制度融資実行状況】

地域金融の円滑化に向け、従来以上に円滑な金融仲介機能およびコンサルティング機能の発揮に努め、お客さまをサポート

【震災専用融資商品等】

【新たな制度資金等の創設】

事業者向け：「東邦・災害対応資金」「東邦・復興支援私募債」、等

個人向け ：「東邦・災害復旧ﾛｰﾝ」「ﾘﾌｫｰﾑﾛｰﾝ（無担保型）取扱改訂」、等

平成２３年度実績 ３，７３２件／９８３億円（震災関連制度融資合計）

【復興支援ファンド（ふくしま応援ファンド）の創設】

県内企業の復興を支援するため、日本政策投資銀行との共同出資により設立

平成２３年度実績 ５件／１９億円

【資本性借入金（ＤＤＳ等）の積極的活用】

震災復興支援のため運用が弾力化。県内第１号案件として対応

【ご返済条件変更等への対応】

震災直後より、緊急避難的措置として「借入金自動振替停止」等を実施

お客さまの実情に応じて柔軟かつスピーディーにご返済条件変更手続きを実施

【福島県産業復興機構】

中小企業者を中心とした被災企業の借入金を買い取るため、平成２３年１２月に設立

当行は機構に９５０百万円出資するとともに、窓口となる「福島県産業振興相談センター」に人員派遣

【東日本大震災事業者再生支援機構】

平成２４年３月に設立。小規模事業者や農林水産業、医療福祉事業等の借入金買取機能を有する

当行も、機構との緊密な連携を図り、積極的な活用を検討していく

【個人版私的整理ガイドライン運営委員会】

平成２３年８月に発足。全国５つの支部において、被災された個人のお客さまの相談に応じている

当行も、行内相談体制を整えるとともに、運営委員会と連携し各種の周知活動を実施

件数 金額

災害復旧緊急資金 45 13
災害対応資金 47 18
激甚災害特例保証(国) 10 2
震災復興緊急保証(国) 30 16
震災対策特別資金(県) 707 176
ふくしま復興特別資金(県) 2,813 674

農業信用基金 農家経営安定資金(県) 27 3

3,679 905

53 77

3,732 983合　計

（単位：億円）

保証協会

区分 制度名
実行累計(3月末)

当行独自

震災関連制度融資合計

東邦・復興支援私募債



ＣＳＲ（企業の社会的責任）への取組み

２．地域の復興に向けた当行の取組み２．地域の復興に向けた当行の取組み

（３）地域経済活性化への取組み（３）地域経済活性化への取組み

8

経営支援、地域経済活性化 復興通販事業
こでらんに ふくしま！

地域の復興、経済の活性化に資するさまざまな取組みを実施。ＣＳＲ（企業の社会的責任）についても一層取組みを強化

【アジアビジネスセミナー】

【とうほうスマイル入社式】

【 】
【商談会等の開催】

風評被害等の影響を受けているお客さま支援のため、商談会等を開催

全国各地の地銀等主催の商談会への特別招待により、全国的な展開

平成２３年度実績 開催・参加合計１６回（大阪、愛知、福岡、鹿児島等）

【復興支援通販事業（第１弾「さすけねぇ ふくしま！」、第２弾「こでらんに ふくしま！」） 】

風評等の影響で販売不振に陥っている県内事業者の販売支援を目的に通販事業を企画・協賛

平成２３年度実績 累計６１千個／２０３百万円

【観光産業支援（「さすけねぇ ふくしま！こでらんに ふくしま！宿泊キャンペーン」） 】

県内旅館等への宿泊促進を行なうキャンペーンを企画・協賛（約５，０００名超の応募）

【各種セミナーの開催】

「Ｍ＆Ａセミナー」「アジアビジネスセミナー」「医療・介護セミナー」等を開催

【特例子会社「株式会社 とうほうスマイル」の設立】

働くことを希望する障がい者の方々の“自立と社会参加の場の創出”を目的として、障がい者が中心

に働く子会社を平成２４年３月に設立。東北の金融機関では初めての取組み

【環境保全活動への取組み】

復興に関わる方々の支援を図るため、復興応援定期預金「ほんとの空」の取扱いを開始

喜多方市において、役職員や家族による植林活動「とうほうの森」づくりを継続実施

【社会貢献活動への取組み】

福島大学陸上競技部出身の選手６名による「東邦銀行陸上競技部」を創設

福島大学において、現役の役職員が講師を担当する「東邦銀行提供講座（地域金融論）」を開設



ⅡⅡ．平成．平成２３２３年度決算の概要年度決算の概要
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１１．平成．平成２３２３年度年度 決算の概要決算の概要（単体）（単体）

経常利益、当期純利益ともに当初公表業績予想を大幅に上回る水準を確保

平成２３年度 決算のポイント

（単位：億円）

（※１） コア業務純益 ：実質業務純益－債券関係損益

（※２） 業務純益 ：一般企業の営業利益に相当 10

◆資金利益

市場金利の低下に加え、復興のため低利の貸出金が

増加したことにより運用利回りは低下。一方、震災復興

の資金需要に積極的にお応えしたことによる貸出金

残高の大幅な増加により、資金利益は前年同期比

８億円の減少に留まった

◆与信コスト

経営支援への取組み強化により、不良債権処理額は

４３億円減少

◆株式等関係損益

欧州財政懸念等を背景とした株式市場の低迷により

株式等関係損失が１４億円増加

◆経常利益、当期純利益

経常利益は公表業績予想（５５～７０億円）を大きく上回

る１０３億円を確保。当期純利益は、法人税率変更に伴

う繰延べ税金資産の取崩しによる利益押し下げ要因が

あったものの、公表業績予想を上回る水準を確保

４６

１０３

５８８

平成２３年度
実績

＋８５８０経常収益

＋６～＋１６３０～４０当期純利益

＋３３～＋４８５５～７０経常利益

増減
平成２３年度

公表業績予想

＜当初公表業績予想 対 当期実績＞ （単位：億円）
うち震災関連 ▲１８３２１

▲２２１３１１５３実質業務純益

＋２４９８７４税引前当期純利益

▲２５５８８６１３経常収益

▲１４▲２９▲１５うち株式等関係損益

▲１６２３３９うち債券関係損益

４４

▲２４

９９

５２

▲６５

１６５

▲１１

１１３

３５６

５２

４１６

５０９

２２年度

＋１９▲５特別損益

うち不良債権処理額

▲３３１３２業務純益（※２）

▲４３９

＋１１▲０一般貸倒引当金繰入額

うち役務取引等利益

うち資金利益

＋２４６当期純利益

＋４１０３経常利益

＋３７▲２８臨時損益

▲２３５４経費

＋０５２

▲２３４８６業務粗利益

▲６

▲８

増減

１０７コア業務純益（※１）

４０８

２３年度



２２．．総預かり資産総預かり資産の状況の状況

総預かり資産残高 【預金＋預かり資産】（末残）の推移

預金残高（末残）の推移（性格別）

福島県内預金シェアの推移（ゆうちょ銀行・農協を除く）

総預かり資産残高は前年度比 ９，９２６億円増加（増加率２８．５％）。総預金残高も前年度比 ９，５８７億円増加（増加率３１．１％）
うち個人預金残高は前年度比 ２，５３４億円増加（増加率 １１．９％）

1,078
763

916
878

40,335

30,74829,698

28,233
26,894

2,607

2,550
2,403

2,154

2,220
807

974

1,320

683

439
312

20,000

24,000

28,000

32,000

36,000

40,000

44,000

２０／３末 ２１／３末 ２２／３末 ２３／３末 ２４／３末

預金 公共債 投資信託 生命保険

41.8%41.0%40.4%
37.9%

39.5%38.9%38.7%

15.9%
17.1% 16.6%18.0% 17.3%17.6% 16.3%

18.6% 18.5%19.4% 18.9%19.2%19.4%19.7%

10%

20%

30%

40%

18/3末 19/3末 20/3末 21/3末 22/3末 23/3末 23/9末

当行 県内第二地銀 信用金庫

３３，７００
３４，７５６

４４，６８２

（億円）

（億円）

０

5,456
5,584 5,752

6,086

7,868
2,517

2,862
3,463

3,376

8,647

23,820
18,921 19,787 20,483 21,286

17,000

22,000

27,000

32,000

37,000

42,000

２０／３末 ２１／３末 ２２／３末 ２３／３末 ２４／３末

個人預金 法人預金 公金預金等

0

前年度比

＋９，９２６億円

（増加率２８．５％）

出所：日本金融通信社

３０，８９３
３１，９８６

11

２６，８９４
２８，２３３

２９，６９８
３０，７４８

４０，３３５

前年度比

＋９，５８７億円

（増加率３１．１％）

前年度比

＋２，５３４億円

（増加率１１．９％）

預かり資産販売額の推移

288 241

62297 115

110

253 310

372

0

250

500

750

1,000

２１年度 ２２年度 ２３年度

公共債 投資信託 生命保険

６３８ ６６６

１，１０５（億円）



３３．．貸出金貸出金の状況の状況

総貸出金残高 【貸出金＋私募債】（末残）の推移 福島県内貸出金シェアの推移（農協・政府系金融機関を除く）

事業性貸出金＋私募債残高（末残）の推移

20,778

20,317

18,647

22,698

20,237

11897

90

176

231

200

1,560

600

200

17,000

19,000

21,000

23,000

25,000

２０／３末 ２１／３末 ２２／３末 ２３／３末 ２４／３末

国内コア貸出金 私募債 政府向け貸出

２０，６３６

２１，５５５

２４，４９０

（億円）

※国内コア貸出金：事業性貸出に個人ローン等を加えたもの

39.1%38.8%
37.7% 38.6%

37.9%37.8%
39.1%

18.5%
17.9%

19.3% 18.7%19.2%
18.4% 18.7%

15.6% 15.0%15.4%15.6%15.7% 15.0% 15.1%

10%

20%

30%

40%

18/3末 19/3末 20/3末 21/3末 22/3末 23/3末 23/9末

当行 県内第二地銀 信用金庫

11,252 11,193
11,586

97 118

176

10,044

12,790

90

231

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

２０／３末 ２１／３末 ２２／３末 ２３／３末 ２４／３末

（億円）

震災以降の資金需要に積極的にお応えした結果、総貸出金残高（含む私募債）は前年度比 ２，９３５億円増加（増加率１３．６％）。
政府向けを除く貸出金残高（含む私募債）も前年度比１，９７５億円増加（増加率９．４％）、うち事業性貸出金残高（含む私募債）は
前年度比 １，２５９億円増加（増加率１０．７％）

前年度比

＋２，９３５億円

（増加率１３．６％ ）

前年度比

＋１，９７５億円

（増加率９．４％ ）

前年度比

＋１，２５９億円
（増加率１０．７％）

0

0

出所：日本金融通信社

２０，５３４

１８，７３８
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個人ローン残高（末残）の推移

5,465
5,621 5,660 5,678

5 ,857

5 ,358

5,160
5,023 5,103

4,823

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

２０／３末 ２１／３末 ２２／３末 ２３／３末 ２４／３末

個人ローン うち住宅ローン
前年度比

＋１７９億円
（増加率３．１％）

前年度比

＋１９８億円
（増加率３．８％）

0

（億円）

１０，１３４

１１，３４９ １１，３１１

１１，７６２

１３，０２１



４４．有価証券の状況．有価証券の状況

有価証券ポートフォリオの構成推移 円建債券平均残存期間・利回りの状況

投資環境や市場動向に留意した資金運用に努め、国債を中心に前年度比 １，６２９億円増加

3,180 3,377
4,580

5,578
6,466

665 724

765

925

1,273

2,750 2,272

2,320

1,918

2,221

515
425

411

329

731
796

730

783

327
875

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２０／３末 ２１／３末 ２２／３末 ２３／３末 ２４／３末

国債 地方債 社債 株式 その他

9,535

（億円）

11,164

8,807

3.95
3.76

3.40

2.28 2.28 2.32 2.47 2.47

3.49
3.99

0.79

0.88

1.09
1.04 1.08 1.08 1.09 1.07

1.03
0.95

0

2

4

6

１９／上１９／下２０／上２０／下２１／上２１／下２２／上２２／下２３／上２３／下
0

0.3

0.6

0.9

1.2

円建債券平均残存期間(左軸）
円建債券平均利回り（右軸）

（年） （％）
前年度比

＋１，６２９億円

7,596
7,844

13

（参考）残存期間４年の国債利回り ０．２４％（平成２４年３月末）



５５．資金利益の．資金利益の状況状況

資金利益内訳

利回りの推移

資金利益は、市場金利の低下に加え、震災復興のため低利の貸出金が増加したことを主因として、前年度比 ８億１４百万円減少

６，６０４

８，８４４

３９，８２９

４２，６４１

１９年度

６，９０５

９，０９３

４０，４５９

４２，９７２

２０年度

２，３２４

９，５３８

３３，７０９

４０，８６９

２３年度（b）

▲９１１３，２３５４，６５５うち預金等利息（▲）

▲１６２９，７００９，２６７うち有価証券利息

▲１，６８８３５，３９７３７，９６３うち貸出金利息

▲８１４４１，６８３４２，３１６資金利益

増 減

（b）－（a）
２２年度（a）２１年度

（単位：百万円）

0.24% 0.16%
0.24%

0.06%
0.10%

2.05%
2.13%

1.85%
1.70%

1.49%

0.89%
1.04%

1.14%
1.18%1.17% 0.98%

1.26%
1.38% 1.41%

1.25%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

預金利回 貸出金利回 有価証券利回 10年国債利回

貸出金利回

（参考）
10年国債利回

有価証券利回

預金利回

14※ １０年国債利回は、各年３月末日の利回



６６．．役務取引等収益（手数料収益）役務取引等収益（手数料収益）の状況の状況

クレジットカード（Ａｌｗａｙｓカード）関連手数料の推移

預かり資産、クレジットカード（Ａｌｗａｙｓカード）手数料等の増加により、前年度比 ８２百万円増収

役務取引等収益の推移

法人関連手数料の推移

334
419

500

161

246

303

0

200

400

600

800

２１年度 ２２年度 ２３年度

ショッピング手数料 その他手数料

1,273 1,206 1,107

3,745 3,628 3,555

1,770 1,776 1,736

972 963
978

117 295
198

1,489 1,725 1,963

665 803
495

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

２１年度 ２２年度 ２３年度

その他 為替関連 決済関連

ＡＴＭ関連 法人関連 預かり資産関連

Ａｌｗａｙｓ関連

（百万円）

１０，３４０10,258
9,861

85

85

10

196
170

18

14

0
32

0

100

200

300

２１年度 ２２年度 ２３年度

私募債手数料 シ・ローン手数料 その他

117

198

その他

預かり資産関連

為替関連

決済関連

クレジットカード
（Ａｌｗａｙｓ）関連

91 82 97

678 748 698

718

892
1,167

0

500

1,000

1,500

2,000

２１年度 ２２年度 ２３年度

公共債 投資信託 生命保険

295

預かり資産関連手数料の推移

803
665

495

（百万円）

ショッピング手数料

生命保険

投資信託

公共債

その他手数料

私募債手数料

ＡＴＭ関連

1,489

1,725
1,963

（百万円）

（百万円）

その他手数料

15

シ・ローン手数料

法人関連



25 24
23 22 20

20 21
22 23 23

111
124 123 110 106

50

100

150

200

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

一般物件費 減価償却費 預金保険料

７７．．経費経費のの状況状況

人件費は前年度比４億円減少。一方、物件費は戦略的な大型投資を実施したものの、一般物件費削減に努力し前年度比３億円の
増加にとどまった
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182 180 188 188 184
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0

50
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350

400

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

人件費 物件費 税金

経費の推移

３７１ ３６７ ３６１ ３５６ ３５４

（億円）

物件費の推移

戦略的な大型投資等の実施

平成２１年３月に関連会社３社を本体へ統合したこと
により平成２１年度は行員数、人件費ともに増加

１，９１０

２０／３末

１，９３７

２１／３末

１，９９５

２４／３末

２，００７１，９８７行員数

２３／３末２２／３末

◆次世代型営業店システム構築
（平成24年2月試行稼働、平成24年度上期全店稼働予定）

◆勘定系システム「ＰＲＯＢＡＮＫ」更改（平成23年9月）

●最新のＩＴ基盤活用により、更なる安定稼働と処理能力向上を実現

●消費電力の１割削減

※「ＰＲＯＢＡＮＫ」･･･富士通株式会社が提供する共同利用型の勘定系システム

当行はその第１号のユーザーとして現在まで６年間安定運用を実現

【新営業店システムの主な特徴】

●対話型相談端末（タッチパネル式）の導入

●ＣＲＭシステムとの連携表示

●イメージ処理による事務処理の本部集中化

●事務手順誘導（ナビゲーション）機能

●システムベリファイ（システム自動照合機能）

１７０ １６９
１５５ １５１ １５４

0

平成２３年度は
・勘定系システム更改
・次世代型営業店システム

開発により増加

（億円）
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246 200
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要管理債権 危険債権 破産更生債権等
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(0.54)
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(0.02)
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400

13/3末 15/3末 17/3末 19/3末 21/3末 23/3末 24/3末

0

1

2

与信関係費用 貸出金平残に対する割合

（億円）

（億円）

1,873（ピーク時）

822
769

2.482.58
3.314.084.394.39

6.73

7.278.45

10.35

3.10

2.022.01

3.74
2.92

3.643.74

5.01

9.08

6.63
5.46

2.62
2

5

8

11

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 21/3末 22/3末 23/3末 24/3末

不良債権比率 仮に部分直接償却した場合（ピーク時）（％）

※部分直接償却とは

「破産更生債権等」について、回収困難と認められる額に対し個別貸倒引当金の計上ではなく、
貸倒償却として債権額から直接減額すること。

（％）

（ピーク時）

682

1,023

1,279

1,448

1,204

642
559

※23／3末には、震災に伴う与信費用を含む
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８８．貸出資産の質．貸出資産の質

金融再生法開示債権比率は、２．４８％まで低下（部分直接償却を実施した場合 ２．０２％）

金融再生法開示債権の推移 金融再生法開示債権比率の推移

与信関係費用の推移

609



９．経営の健全性９．経営の健全性

自己資本比率の推移（単体） 自己資本の推移

内部留保の積上げにより自己資本は増加。一方、貸出金の増加を背景とした資産の大幅な増加により、自己資本比率は前年度比
０．２１ポイント低下の１０．６７％

９．２９%

１０．６７％

９１５

１８２

１３，８４５

１４，９４３

２０６

１，３８８

１，５９４

２４／３末

▲１０９２５
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ相当額に
係る項目

＋５６０１３，２８５資産(オン･バランス)項目

▲０．２１％１０．８８％自己資本比率 （ ）

＋５３１２９オフ・バランス取引項目

＋６０３１４，３４０リスクアセット（Ｃ）

中核的自己資本の
比率（ＴｉｅｒⅠ比率)（ ）

２３／３末 増減

自己資本（Ａ） １，５６０ ＋３４

中核的自己資本

ＴｉｅｒⅠ（Ｂ)  （※1）
１，３５３ ＋３５

補完的自己資本

ＴｉｅｒⅡ （※2）
２０７ ▲１

９．４４％ ▲０．１５%1,183
1,333 1,353 1,388

150

223 217 207
206

 

10.78% 10.92% 10.88% 10.67%

8.21%

9.39% 9.44% 9.29%

600

1,100

1,600

２１／３末 ２２／３末 ２３／３末 ２４／３末

2.00%

7.00%

ＴｉｅｒⅠ ＴｉｅｒⅡ 自己資本比率 ＴｉｅｒⅠ比率

公募増資
９６億円

劣後債

劣後債(TierⅡ項目)
１５０億円返済

ＴｉｅｒⅠ比率０．９６％
押上げ効果

ＴｉｅｒⅠ

１５０億円
増加

（億円）

（億円）

（※1）中核的自己資本（ＴｉｅｒⅠ）･･･資本金、剰余金等

（※2）補完的自己資本（ＴｉｅｒⅡ）･･･一般貸倒引当金・土地再評価差額および

劣後社債・劣後ローン等

ＴｉｅｒⅠ

ＴｉｅｒⅡ

0

Ａ
Ｃ

Ｂ
Ｃ

ティア－
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●現行の自己資本比率規制の水準（国内基準行は４％以上）

を十分上回る

●バーゼルⅢにおいて検討されている新しい自己資本比率規制案

においても、十分な水準を確保できる見込み

【 単 体 】



１０．株主還元１０．株主還元

１株あたり配当金 創立７０周年「記念配当」

基本的
考え方

当行は、銀行業務の公共性に鑑み、内部留保の充実による健全性の向上を図りながら、安定的な配当を継続すること
を基本方針とし、業績の成果に応じ弾力的に株主の皆さま方への利益還元に努めております

２３年度
配当

平成２３年度は、当行創立７０周年に係る「記念配当」として５０銭増配し、１株当たり年間７円を予定

5.5
6.0 6.0 6.0

6.5 6.5
7.0

5.0

37.8%37.0%

22.9%

69.8%

29.0%
21.9%22.4%21.9%

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

１株あたり配当金（年間） 配当性向
（円）

◆株主優待定期預金の取扱い

【 商品概要 】

●毎年３月３１日現在で、当行株式を１，０００株（１単元）以上所有し

ている株主さまに対し、１年もの定期預金（預入金額１０万円以上

３００万円以内）の金利を優遇

【 取扱実績 】

２，８２７件／５，９１３百万円（平成２４年３月末）

19

（予定）

株主優待

平成２３年度は当行創立７０周年の節目の年であることから、株主の

皆さま方の日頃のご支援にお応えするため、記念配当として５０銭

増配し、平成２３年度末の１株当たり配当金を年間７円とする予定

です



ⅢⅢ．．新中期経営計画新中期経営計画
「東邦“一歩一歩”計画」「東邦“一歩一歩”計画」

20



東邦“一歩一歩”計画（“ステップ・バイ・ステップ”プラン）

～未来を見据え、着実な「前進」を～
計画期間：平成２４年４月１日～平成２７年３月３１日（３年間）

東邦“一歩一歩”計画東邦“一歩一歩”計画（“ステップ・バイ・ステップ”プラン）（“ステップ・バイ・ステップ”プラン）

～未来を見据え、着実な「前進」を～～未来を見据え、着実な「前進」を～
計画期間：平成２４年４月１日～平成２７年３月３１日（３年間）計画期間：平成２４年４月１日～平成２７年３月３１日（３年間）

新中期経営計画

Ⅱ．成長戦略の
着実な遂行

Ⅱ．成長戦略の
着実な遂行

Ⅰ．復興に向けた
福島への貢献

Ⅰ．復興に向けた
福島への貢献

Ⅲ．経営体質の
更なる強化

Ⅲ．経営体質の
更なる強化

基本方針基本方針

法令等遵守・リスク管理態勢の強化

総預金 ４兆円以上

総貸出金 ２兆５千億円以上

主要勘定目標（平残）

コア業務純益(※1) 150億円以上

当期純利益 80億円以上

自己資本比率 11%以上

〔福島県内〕

預金シェア(※2) 45%以上

貸出金シェア(※3) 42%以上

経営指標目標

大 き く ・ 強 く ・ た く ま し く大 き く ・ 強 く ・ た く ま し く長 期 目 標

21
(※1)実質業務純益－債券関係損益、 （※2）ゆうちょ銀行・農協を除く、（※3）農協・政府系金融機関を除く

○「福島の復興なくして当行の発展
なし」の考えのもと、最優先で復興
支援に取組む。

○復興に向けた金融の円滑化、復興
支援事業への積極的な参画などに
より、福島の復興・発展のため役職
員全員が汗を流す。

○「福島の復興なくして当行の発展
なし」の考えのもと、最優先で復興
支援に取組む。

○復興に向けた金融の円滑化、復興
支援事業への積極的な参画などに
より、福島の復興・発展のため役職
員全員が汗を流す。

○メイン化推進・裾野拡大による預貸
金の増強および有価証券運用力の
強化により、更なる成長を目指す。

○お客さまに適した金融サービスの
提供により、役務取引等利益などの
強化を図る。

○重点マーケット・重点分野へ大胆に
経営資源を投入するとともに、営業
の原点に立ち返り一歩一歩足で稼ぐ。

○メイン化推進・裾野拡大による預貸
金の増強および有価証券運用力の
強化により、更なる成長を目指す。

○お客さまに適した金融サービスの
提供により、役務取引等利益などの
強化を図る。

○重点マーケット・重点分野へ大胆に
経営資源を投入するとともに、営業
の原点に立ち返り一歩一歩足で稼ぐ。

○人材育成および権限委譲の拡充に
より、「自ら考え、自ら行動する」企
業風土を確立し、一人ひとりが積極
的に考動する組織へ変革する。

○営業店業務改革・本部業務効率化
により、営業活動に特化できる人員
を創出する。

○人材育成および権限委譲の拡充に
より、「自ら考え、自ら行動する」企
業風土を確立し、一人ひとりが積極
的に考動する組織へ変革する。

○営業店業務改革・本部業務効率化
により、営業活動に特化できる人員
を創出する。

（商標登録 第5238791号）

～地域に熱く・お客さまに誠実に・人を大事に～

創立７５周年（平成２８年度）

当期純利益
１００億円以上を目指す

創立７５周年（平成２８年度）

当期純利益
１００億円以上を目指す

１１．．新中期経営計画新中期経営計画のの概要概要



地域経済の復興や産業活性化
に向けた取組みの促進

変化するマーケットへ迅速に対応したチャネル戦略の展開

・ＩＴチャネルの充実・営業体制の再構築

Ⅱ．成長戦略の着実な遂行Ⅱ．成長戦略の着実な遂行

・メイン化推進による預金シェアアップ

お客さまから選ばれ
続ける仕組みの強化

・付加価値の高い営業活動による
貸出金のボリュームアップ

・有価証券運用力の強化

積極かつ円滑な融資と
有価証券運用力の強化

・ 経営課題提案型営業の展開

・投資商品の提案方法の多様化
・クレジットカード事業を活用した個人
総合取引の拡大

多様な金融サービス提供
による収益構造の改革

徹底した業務の効率化自ら考え、自ら行動する企業風土の醸成

Ⅲ．経営体質の更なる強化Ⅲ．経営体質の更なる強化

地域貢献や環境保護活動の充実

・復興資金の提供による地域への貢献
・復興支援事業への積極的な参画

・グループの人材、ネットワーク、
ノウハウを活用した活動の展開

機動的な資本政策の実施積極的な経営支援・事業再生支援への取組み

営業力強化・人員創出営業力強化・人員創出

Ⅰ．復興に向けた福島への貢献Ⅰ．復興に向けた福島への貢献

（商標登録 第5290908号）

中 期 経 営 計 画 目 標 の 達 成

地域経済の活性化地域経済の活性化 収 益 力 強 化収 益 力 強 化
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・更なる人材育成の充実、従業員の活躍機会の拡大 ・営業店業務、本部業務の徹底した合理化

・お客さまとのリレーション強化による貸出資産の健全化 ・質、量ともに十分な自己資本の確保

２２．．新中期経営計画新中期経営計画のの行動イメージ行動イメージ



コア業務純益
当期純利益 自己資本比率

19,673
20,413

20,822

25,000

22,511

15,000

20,000

25,000

20年度 21年度 22年度 23年度 26年度

27,761
28,974

30,118

40,000

34,640
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35,000

40,000
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150
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0
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150
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総預金平残
億円

総貸出金平残億円

18
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44
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46
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50
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10.8

11
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11

20年度 21年度 22年度 23年度 26年度

億円 億円 ％コア業務純益 当期純利益 自己資本比率

中計
目標

以上

以上

以上
以上

以上

中計
目標

中計
目標

中計
目標

中計
目標

38.3

39.6
40.4

45

42.6

41.1

39.5

42

37.837.8

36

38

40

42

44

46

20年度 21年度 22年度 23年度 26年度

預金シェア

貸出金シェア

（見込み）

福島県内預貸金シェア

％

以上

以上

（※1）ゆうちょ銀行・農協を除く、（※2）農協・政府系金融機関を除く

（※1）

（※2）

中計
目標
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３３．．主要勘定目標、経営指標目標主要勘定目標、経営指標目標



新中期経営計画に基づく諸施策の着実な実施により、当期純利益は増益を見込む

▲１１１２０１３１実質業務純益

４６

１０３

９

▲２８

１３２

▲０

１０７

３５４

４０８

４８６

２３年度

実績

うち不良債権処理額

▲１２１２０業務純益（※２）

＋１６２５

＋００一般貸倒引当金繰入額

うち資金利益

＋１４６０当期純利益

▲３１００経常利益

＋８▲２０臨時損益

＋１１３６５経費

▲１４８５業務粗利益

＋８

＋７

増減

１１５コア業務純益（※１）

４１５

２４年度

見通し

（単位：億円）

コア業務純益

平成２４年度に実施する次世代型営業店システム

構築による減価償却費の増加により経費は前期比

増加を見込む

一方、資金利益の増加および債券関係損益の減少

により、コア業務純益は前年度費 ８億円増益の

１１５億円を見込む

経常利益

与信関係費用を保守的に見積もった結果、経常

利益はほぼ前年並みの１００億円を見込む

当期純利益

税制改正に伴う税負担の減少もあり、当期純利益は
前年度比１４億円増加の６０億円を見込む

業務粗利益

復興資金の積極的な提供による資金利益の増加に

加え、預かり資産の相談態勢拡充による役務取引

等利益の増加を見込む

一方、債券関係損益の減少から、業務粗利益は

４８５億円を見込む

４４．．平成２４年度の業績見通し（単体）平成２４年度の業績見通し（単体）
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（※１） コア業務純益 ：実質業務純益－債券関係損益

（※２） 業務純益 ：一般企業の営業利益に相当



各種商品などのお問い合わせは、最寄の支店

もしくは下記の窓口へ、お気軽にご相談ください。

●各種商品・サービス内容のお問い合わせ

・ハローサービスセンター ０１２０－１４－８６５６

●事業資金のご相談（金融円滑化に関するご相談）

・ビジネスローンプラザ ０１２０－１０４７－１７

●個人向けローンのご相談（金融円滑化に関するご相談）

・「福島」 「郡山」 「須賀川」 「会津」 「いわき」 「白河」

の個人向けローン専門店 ０１２０－６０８－１０４

●苦情等の受付窓口

・「お客さま相談室」 ０２４－５２３－３１３１

＜本資料に関するお問い合わせ先＞

東邦銀行 総合企画部

TEL ０２４－５２３－３１３１

FAX ０２４－５２４－１４２５

本資料には、将来の業績に係る記述が

含まれておりますが、こうした記述は、

将来の業績を保証するものではありません。

将来の業績は、経営環境等の変化等に

より異なる可能性がありますのでご留意

ください。

東日本大震災により被災されたお客さまの、預金

や金融商品などのお取引、融資のご返済に関する

ご相談や新規申込みなど、さまざまなご相談を受け

付けております。

●被災されたお客さまのご相談

・０１２０－１４－８６５６

●臨時休業店舗でお取引のお客さまのご相談

・０１２０－１０４－１５７

トーホーなら いーな

ローンは トーホー

トーホー ハローコール
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